
東海地域の経済構造

東海財務局 総務部 経済調査課



• 管内（愛知県、岐阜県、静岡県、三重県）の主要経済指標の全国比は、人口が１１．８％、県内総生産
が１３．１％など、おおむね１割となっている。

• こうしたなか、製造品出荷額等が２５．９％、輸出額が２３．１％と、２割を超えている。

東海地域の経済構造（主要経済指標の全国比）
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管内の主要経済指標の全国比

(資料) 「令和4年度県民経済計算」 内閣府 ほか
(注)  ①預金残高は国内銀行と信用金庫を対象。
(注) ②「人口」：令和7年10月1日現在、「県内総生産」：令和4年度、「就業者数」：令和2年10月1日現在、

「卸売業、小売業年間商品販売額」：令和5年、「預金残高」：令和8年2月末、「製造品出荷額等」：令和5年、「輸出額」：令和7年

（％）



• 県内総生産の管内合計は、７８．１兆円で、その過半を愛知県が占めている。

• 一人当たり県民所得の管内平均は、３５８．４万円で、全国平均を上回っている。

東海地域の経済構造（経済規模と所得水準）
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（資料） 「令和4年度県民経済計算」 内閣府

（万円）

全国順位 （2位） （4位） （13位） （14位）

（資料） 「令和4年度県民経済計算」 内閣府

全国平均 344.8
管内平均 358.4



• 総生産の構成比を見ると、管内では、製造業を中心とする第２次産業の割合が全国と比べて高く、モノ
づくり産業の拠点が集積する地域となっていることが見てとれる。

東海地域の経済構造（総生産の構成比）
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（資料） 「令和4年度県民経済計算」 内閣府

（単位：％）

第２次産業（41.3）
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（資料）「2024年経済構造実態調査（製造業事業所調査）」 総務省・経済産業省
（注） ・「電気機械」は「電子部品・デバイス・電子回路」、「電気機械器具」、「情報通信機械器具」の合計

・「一般機械」は「はん用機械器具」、「生産用機械器具」、「業務用機械器具」の合計
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• 製造品出荷額等の構成比を見ると、管内では、自動車などの輸送用機械の割合が全国と比べて高い。

• 輸送用機械のほか電気機械器具など、全国シェア（管内出荷額の全国に占める割合）の高い業種が
見られる。
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東海地域の経済構造（主要輸出品目の構成比、全国シェア）

（資料）「貿易統計」 財務省
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• 名古屋税関管内の主要輸出品目を見ると、輸送用機器、一般機械、電気機器で８割程度となっている。

• 自動車や自動車の部分品の全国シェア（名古屋税関管内輸出額の全国に占める割合）は５割を超えて
いる。



管内主要経済指標
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全国比 全国比 全国比 全国比 全国比

 国土交通省国土地理院
 「令和8年全国都道府県市区町村別面積調」

人 口 R7.10.1 千人 7,449 6.1 3,469 2.8 1,695 1.4 1,891 1.5 14,505 11.8 123,050  総務省「令和7年国勢調査（人口速報集計結果）」

就 業 者 数 R2.10.1 〃 4,012 6.1 1,924 2.9 919 1.4 1,032 1.6 7,888 12.0 65,468  総務省「令和2年国勢調査」

一 人 当 た り 県 民 所 得 R4年度 千円 3,819 110.8 3,478 100.9 3,227 93.6 3,192 92.6 3,584 103.9 3,448  内閣府「令和4年度県民経済計算」

県 内 総 生 産 〃 億円 430,831 7.2 182,711 3.1 84,906 1.4 82,252 1.4 780,700 13.1 5,957,888              〃

第 一 次 産 業 〃 〃 1,668 3.1 1,325 2.4 760 1.4 637 1.2 4,390 8.1 54,280              〃

第 二 次 産 業 〃 〃 174,294 11.1 77,657 5.0 37,125 2.4 29,989 1.9 319,064 20.4 1,566,357              〃

第 三 次 産 業 〃 〃 250,870 5.8 102,139 2.4 45,991 1.1 50,914 1.2 449,915 10.5 4,290,634              〃

事 業 所 数 R6.6.1 所 18,414 8.3 10,530 4.7 3,857 1.7 6,488 2.9 39,289 17.7 222,200

従 業 者 数 〃 人 845,283 10.9 408,750 5.3 205,046 2.7 206,982 2.7 1,666,061 21.5 7,734,473

製 造 品 出 荷 額 等 R5年 億円 580,218 15.5 197,732 5.3 123,114 3.3 67,202 1.8 968,266 25.9 3,732,388

月 間 有 効 求 職 者 数 R7年平均 人 99,210 5.2 56,110 2.9 25,027 1.3 28,442 1.5 208,789 10.9 1,906,836

月 間 有 効 求 人 数 〃 〃 125,813 5.4 60,031 2.6 29,095 1.2 41,114 1.8 256,053 11.0 2,329,885

月 間 有 効 求 人 倍 率 〃 倍 1.27 - 1.07 - 1.16 - 1.45 - 1.23 - 1.22

　　

（注）1. 四捨五入の関係で、各県の値の積み上げが管内計の値と一致しない場合がある。
       2. 県内総生産には「輸入品に課される税・関税」、「（控除）総資本形成に係る消費税」が含まれているので、第１～３次産業の合計とは一致しない。
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